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フィリピン農業政策iiii 

 

報告書の目的と構成 

 本報告書は、フィリピンの農業政策（とりわけ、米を中心とした食料の安定的確保を

課題とする政策に焦点を絞る）に関する基礎資料を提供することを目的とし、以下の二

つの内容から構成される。すなわち、（１）政府統計などによる主要農産品の生産、消

費、輸出入などに関する統計データを整理し、過去の動向及び今後の見通しに関して叙

述すること、及び（２）フィリピン政府の農業政策、とりわけ食糧の安定供給に関する

政策を叙述ことからなる。また後者の文脈の中で特に２００８年の「米価危機」への政

策対応についても言及する。 

 

1.フィリピン農業の現況と見通し 

 フィリピンでは、農業セクターは国民所得の約 20%を占め、勤労人口の約三分の一

が農業セクターで就労している。また全国平均で 24%の世帯が、何らかの形で農業に

従事している。ii 

 本節では、各種統計資料に基づき、1990 年以降のフィリピンの農業生産及び貿易の

近年の傾向を概観する。ただし、農産品の中でも専ら食料に限定し、穀物、青果物及び

畜産品を取り上げる。 

 

（１）農産物国内生産量の推移 

 まず図1は、1990年以降の主要穀類の生産量を示している。（各年の値は移動平均値。

2007-2010年の値は、トレンドに基づく予測値）フィリピンの多くの地域においてその

主食はコメであるが、コメの生産量は 1990年代半ば以降（エルニーニョの影響を大き

く受けた 1998 年を除き）、ほぼ一定の伸び率で上昇している（1990-2007 年間の平均

年間成長率は約 3%）。米に次ぐ主要穀物であるトウモロコシについては、2000年まで

はぼぼ横ばいまたは微減傾向が続いていたが、2003 年以降上昇傾向に転じている

（1990-2007年間の平均年間成長率は約 2%）。 

 次に果物類についてみてみると、図 2に主要な果物類の生産量推移を示している。そ

こではとりわけバナナの生産量増加が印象的である。特に 1998 年から 2007 年の間に

の約 4百万トンから約 7.5百万トンへと総生産量がほぼ倍増している（1990-2007年間

の平均年間成長率は 4.5%）。バナナほどではないものの、パイナップルの生産量も、ほ

ぼ一貫して上昇傾向にある。マンゴーについては、1990 年代には上昇傾向にあったも

のの、2000年前後以降はほぼ横ばいで推移している。 
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 図 1  
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 
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図３は主要な野菜類の生産量の推移を示している。穀類や果物類に比べると生産量の

変動が相対的に大きいことがうかがえる。ナスの生産量が 1990年以降ほぼ一貫して増

加傾向にあり、過去 20年間に生産量が倍増している。2007年の時点でナスと並んで生

産量ベースで主要な作物と言えるのがトマトであるが、2007 年のトマトの生産量は、

1990年の生産量と大差はない。他方、キャベツの生産量は、1990年代前半に比べて大

きく減少してきていることがわかる。その他の主要野菜では、玉ねぎの生産量が 1990

年の比較的低水準から 1990年代後半以降増加し、今日までに約二倍以上になっている。 

 

図３ 
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 

 

 フィリピンの農産物の中で、長年にわたって特別な位置を占めている商品作物が、コ

コナッツとサトウキビである。いずれも過去数十年間にわたり一貫してフィリピンの主

要な輸出商品作物の一部をなしている。ココナッツの生産量は 2000 万トンから 2500

万トンの間で変動しながらも、全体的にはおおむね横ばい（または微増）傾向で推移し

ている。他方サトウキビは、1990年以降緩やかながら生産量の増加傾向がうかがえる。

（図４） 

 その他の主な作物類の生産量の推移を図５に示している。ここで目立つのはカラマン
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シー（プチトマト大の柑橘類でレモンに似た用途に使われる）の生産量が過去 10年間

の間に上昇傾向にあることである。他方コーヒーの生産量は、1990 年以降一貫して減

少傾向にある。他方落花生及びモンゴ豆の生産量は過去 10年程度おおむね横ばいで推

移している。 

図４ 
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 
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図５ 
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 

   

 

畜産物に目を転じると、1990 年頃以降、鶏と豚の生産量が一貫して増加傾向にある

ことがわかる。図６に示されているように、豚の生産量は 1990年の約 100万トンから

2007年の生産量約 200万トン弱とほぼ 2倍に増え（1990-2007年間の平均年間成長率

は 3.6%）、鶏は、1990年の約 50万トン強から 2007年の生産量約 150万トン近くへと

2.5倍に増えている（1990-2007年間の平均年間成長率は 4.6%）。その他の家畜類につ

いては（牛、ヤギ、アヒル等）、その生産量はおおむね横ばいで推移している。またそ

れに伴い、図 6に見られるように、鶏卵の生産量も 1990年以降今日までに急速に増加

し、その生産量は 2倍以上になっている。 
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図６ 
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（出典：農業省データをもとに筆者作成）      図７ 
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 

 

 

 

（２）農産物貿易 

  次に農産物貿易の推移を概観する。農産物輸出額の 88%、農産物輸入額の 75%を

食料が占めている。図８は 1994年以降の農産物貿易収支を示している。フィリピン

は、（1995年を例外として）基本的に農産物に関して純輸入国であることがわかる。 
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図８ 

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006

･
S･
･･
t･
r･
h･
･

農産物貿易農産物貿易農産物貿易農産物貿易のののの推移推移推移推移 1994199419941994----2007200720072007

輸出

輸入

貿易収

支

 

（出典：農業省データをもとに筆者作成） 

 

 図９は 1994年から 2007年までの主要な農産物（食料のみ）の輸出額の推移を示し

ている。1990年代以降一貫して、食料輸出の大部分を野菜及び果物類、油脂類、魚介

類の三つのカテゴリーが占めており、そのシェアは食料品輸出額の約８５％にものぼる。

その中でも 2000年以降野菜及び果物類（前述のバナナ、パイナップル、マンゴーがそ

の多くを占める）の輸出の伸びが著しい。油脂類は、その輸出額の変動が大きいが、2000

年頃以降は、野菜及び果物類と同様に増加傾向がうかがわれる。他方、魚介類は、1990

年代以降一貫して減少傾向がみられていたが、2005年以降上昇に転じている。図１０

は、上記の食料輸出品目カテゴリーの上記三大カテゴリーを除いたものについて詳しく

見たものである。その中では、砂糖の輸出額の変動がとりわけ激しく、1990年代後半

に大きく減少したのち 2002年以降上昇に転じ、2007年時点で 1990年代中ごろの水準

までほぼ回復している。乳製品及び鶏卵は 2000年以降の輸出額の伸びが特に著しい。

鶏卵ほどではないものの、穀物類（及び「その他」カテゴリー）も 2000年以降一貫し

て上昇傾向にある。また、絶対量は少ないものの、肉類の輸出も 2003年頃以降増加い

している。他方、「コーヒー・茶・ココア・香辛料」カテゴリーの輸出額は、ほぼ一貫

して減少傾向にある。 
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 

図１０
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 

 

図１１は、（食料に限った）農産物輸入額の推移を示している。主食のコメを含む穀

物類の輸入が約 3分の 1のシェアを占めている。穀物類の輸入額は 1990年代中旬以

降年ごとに大きな変動がみられるが、総じて増加傾向にある。また穀物類に次いで大

きな額を占めている乳製品及び鶏卵についても、その輸入額はおおむね上昇傾向にあ

る。図１２は、これら二大カテゴリーを除いたその他の食品輸入額について詳しく見

たものである。輸出額の変動と同様、砂糖の輸入量の年ごとの変動が特に激しい。そ

の他では、いずれも年ごとの変動が少なくないものの、肉類、油脂類、及び「コーヒ

ー・茶・ココア・香辛料」については、1990年代後半以降輸入額の上昇傾向がみられ

る。他方、動物類の輸入額はほぼ一貫して減少傾向にある。 

 図１３は、コメのみに焦点を絞って、1990年以降の国内生産量（青の実線）、コメの

国内消費量（赤い点線）及びコメの輸入量（緑色の実線）の推移を示したものである。

1990年以降一貫して、コメの国内消費量の伸び率が、生産量の伸び率を上回っており、そ

れに伴って輸入量も増加の一途をたどっている。（なお、1998年の生産落ち込みと輸入の

急増は、その年のエルニーニョの影響で凶作となったことによる。）これは、一方で供給サ

イドにおいて、1960年代に始まった「緑の革命」による技術革新に伴う生産性の上昇がほ

ぼ終息して久しいこと、とりわけ 1980年代以降農業の研究開発投資、インフラ投資など

が急速に減退したこと、他方の需要サイドでは、東南アジア諸国と比較しても高水準が続

く人口増加率による需要の増加（表１、表２）、などの長期的要因に起因している。 
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 
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（出典：農業省データをもとに筆者作成） 
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表１ フィリピンの年間平均人口増加率の推移（%） 

1970-1980 1980-1990 1990-1995 1995-2000 2000-2005* 2005-2010* 

2.75 2.35 2.32 2.36 2.07 1.97 

（出典：Census of Population and Housing; *2000年センサスにもとづく予測値） 

 

表２ アジア諸国の年間平均 2005-2010予想年間人口増加率の比較（%） 

フィリピン タイ インドネシア インド マレーシア ベトナム 

1.9 0.66 1.16 1.46 1.69 1.32 

（出典：The Economist Pocket World in Figures 2008） 

 

また、図 1４及び表３は、フィリピンの稲作の国際競争力の一端を見たものである。図

13は、フィリピンのコメの 1ヘクタール当たりの生産量が、発展途上国全体平均、東・東

南アジア平均をともに下回っていることを示す。アジア地域内比較では、フィリピンの単

収は、ミャンマーと同水準、インド及びタイのそれを上回るものの、その他近隣の、イン

ドネシア、ベトナム、中国などの単収に比べて大きく下回っている。また、表 1は、稲 1

トン当たりの生産コスト（ドル換算）を比較したものであるが、（フィリピンでは最も生産

性の高い）中部ルソン地域の稲作生産費は、タイの中央部やベトナムのメコンデルタ地域

のそれに比べて格段に高い水準であることが分かる。従って、フィリピンのコメ生産の国

際競争力は近隣諸国に比べて著しく劣っており、近年コメの輸入量が一貫して上昇してい

ることも十分頷ける。 

図１４ 
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     （出典：Arsenio Balisacan “The Philippine Rice Problem”） 
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表３ 稲作生産コストの国際比較(US$/トン) 

中部ルソン、フィリピン 96 

中部平原、タイ 59 

メコンデルタ、ベトナム 47 

                   （出典：Arsenio Balisacan “The Philippine Rice Problem”） 

 

２.フィリピンの農業政策 

（１）フィリピン米政策の中心課題 

 フィリピンは 1990年代前半の時点においてはコメの国内自給を達成していたが、1990

年代後半以降は輸入が次第に増える傾向にある。前述の図１には、フィリピンの米政策の

直面する課題が端的に表われているといえる。すなわち前述の通り、1990年以降一貫して、

コメの国内消費量の伸び率が生産量の伸び率を上回っており、それに伴って輸入量も増加

の一途をたどっている。 

 これらは、昨今の世界的な食糧需給のひっ迫以前からフィリピンが構造的に抱えてい

る課題である。それに加えて、2007-2008年には急速な食糧の国際価格の高騰に見舞われ

ることとなった。そのような背景のもと、本節ではフィリピンの農業政策（主に食糧政

策）につき、その概要を記述する。政府の公式文書などを基本とするが、昨年の米価危

機に対する対応や今後の見通しなどについては、１月に実施した研究者および政策担当

者に対する聞き取り調査の結果を含めて叙述する。 

 

（２）農業政策の概要 

 以下ではフィリピンの農業政策（主に食料の安定確保にかかわる政策）を概観する。

まずはじめに、現政権発足当時に発表された政策のいわば「青写真」としての「フィ

リピン国家中期開発計画（MTPDP）」のうち農業および農村にかかわる部分を概観す

る。いうまでもなく、「開発計画」はあくまで政府の所信表明にすぎず、具体的な政策

手段や予算処置が施されて初めてその影響を持ちうる。そこで、この MTPDP のもと

にその後実行に移された主要な「プログラム」について、次にその概要を要約する。 

 

１） フィリピン国家中期開発計画（MTPDP）２００４－２０１０ 

 農業セクターに限らず、現在のフィリピンの開発政策（グロリア・マカパガル-アロ

ヨ現大統領の任期は 2010年まで）の枠組みは、政権発足当初に発表された 2004-2010

年中期開発計画（MTPDP）にもとづく。そこで、本節では、MTPDPの中で農業開発、

農村開発に関連する部分について概観する。中期開発計画では、1994年以降の食料の

輸入依存度の上昇に対する懸念に対し、「アグリビジネス・アプローチ」とよばれる農
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業開発計画を策定している。そこでは、（１）2010 年までに約 2 万ヘクタールの農地

を新たにアグリビジネス型農業生産地とすること、（２）主要賃金材である米、砂糖、

野菜、畜産物の生産性を高めて国際競争力のあるコスト水準をめざすこと、の二つの

目標が設定されている。 

 目標（１）のために、農地改革省との協力により公有地の農地利用促進、農業協同

組合の推進、高付加価値産品への転換の促進、南部ミンダナオの農業開発、等の施策

をとるとしている。また目標（２）を達成するためには、生産性の向上、インフラな

どの周辺サービスの提供、及び政府の制度及び人事改革が必要であるとしている。特

に生産性の向上のための対策として、農地転用規制を含む土地利用法の制定、既存潅

漑インフラの改修、潅漑利用費の料金体系の見直し、普及員制度の改革、信用供与と

保険の拡充、などがあげられている。またインフラ整備の重点としては、農家と市場

とを結ぶ道路、ポストハーベストへの投資、港湾整備、海洋業界の規制緩和による競

争促進、各種流通支援（品質の基準設定、検査機構の充実、販売促進のためのトレー

ド・フェア、等）などがあげられている。 

 MTPDPには、その他にも「農村貧困削減」や「食料と公衆衛生」といった関連領域

も含まれている。その前者に関しては、農地改革省の主導による農地改革（1986年に

成立した包括的農地改革法（Comprehensive Agrarian Reform Law：通称 CARL）に基づ

く農地改革）の推進などが掲げられている。また後者の課題としては、食品の品質と

安全性の確保、ビタミンや鉄分などを強化した米その他の食品の開発・普及、その他

社会的セーフティーネットの充実、等が挙げられている。 

 MTPDPでは各種目標の達成のために必要な法整備についても触れており、各種の法

案が議会に提出されてきている。本報告巻末に掲げた付表は、そのうち農業政策関連

の主要法案を列挙したものである。そこで明らかなように、現政権成立以前にすでに

成立していた２件を除くと、リストされた法案の中で実際に議会を通過したのは「農

業競争力増強基金（ACEF）」のみである。 

 しかしながら、政府は（事実上）議会の同意過程をある程度バイパスするような形

で「Executive order（EO）」(政令)を定めることで、各種の政策を実施するという傾向

があるようであり、必ずしも政府の開発計画遂行のための政策実施が滞っているとい

うことではないiii。そこで以下では、主にそのような形で実施されてきた主要な政策プ

ログラムを叙述する。 

 

２） 食料確保を主目的として実施されている政策プログラム 

 MTPDPは、前述の通り、あくまで青写真であるので、以下では、その後予算処置が

なされて実施に移された政策の概要を要約する。 

 



 
 

118

a) GMA（Ginintuang Masaganang Ani）プログラムiv： 

 アロヨ政権では、主要農業政策プログラムをまとめて「GMA（Ginintuang Masaganang 

Ani）プログラム」と総称される。「Ginintuang Masaganang Ani」には文字どおりには「黄

金の豊穣」といった意味あいがあるが、グロリア（Gloria）・マカパガル‐アロヨ

（Macapagal-Arroyo）大統領のイニシャル「GMA」とかけた（フィリピンでは頻繁に

みられる）命名となっている。より具体的には、米、トウモロコシ、高価値商品作物

類、ココナツ、サトウキビ、漁業、畜産、等の「品目別プログラム」からなり、それ

らプログラムごとに目標・戦略・政策手段などがそれぞれ設定されている。 

 例えば、GMAプログラムの中の「稲作プログラム」では、以下の 5つの広範な目標

が設定されている。 

１． 国レベルで食料安全保障を常時確保すること 

２． 農村地域における貧困削減 

３． 農家純所得の向上 

４． 天然資源基盤の持続性の確保 

５． 人々のエンパワーメントを増進すること 

そのための戦略としては、地方政府への権限移譲の促進と技術支援、民間セクター

に対する財政的なインセンティブの提供、稲作重点地域への国政府による戦略的な支

援、各地の大学の専門家を技術の開発・普及や政策評価に活用すること、潅漑、道路

などインフラ投資の充実、流通システムの改善、農民による自主的組織による起業の

支援、などがあげられている。全国的に多くの地域でコメは主要作物であるとともに

国民の主食であるため、稲作プログラムではその政策目標は比較的広範囲かつ包括的

になっている印象がある。他方その他の作物対象のプログラムでは、生産向上、生産

農家の収入と農民の生活の質の向上などの目標が主体となっている。目標達成のため

の主要戦略についても、対象品目プログラムごとにそれぞれ列挙されているが、地方

分権促進の重視、農民自主的組織による下からの参加の重視、民間セクター資源の活

用、戦略的重点地域の設定、などは多くの対象作物で共通してあげられている傾向が

みられる。 

 

b) 国家食料庁（National Food Authority：NFA）の概要： 

 ところで、フィリピンのコメを中心とした食料政策を叙述するうえで避けて通れな

いのが、農業省の管轄下にある国家食料庁（National Food Authority：NFA）の存在で

ある。NFAは、コメとトウモロコシの国際貿易を独占的に行い、また国内市場におけ

るコメの生産者及び消費者への価格補助を行っている。農業省長官を議長として複数

の省庁間の代表者からなる委員会が 4 半期ごとに国内の需給状況を検討し、コメの輸

入量に関する意思決定を行い、NFAが一元的に貿易を管理する。また NFAは、毎年の
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年度初頭（7 月 1 日）の時点で 30 日分以上、その他通常時でも最低 15 日分のコメの

在庫を確保することと定められているv。 

 米の国内流通については、原則市場で自由になされるが、同時に NFAが最低保証価

格（floor price）による農家からの買い入れ及びそれをライセンスを得た小売業者を通

して補助価格で「NFA米」として販売することを行っている。ただし、2003年の家計

消費調査データを用いた分析によると、非貧困層の少なからぬ割合の家計が NFA米を

購入し、同時に、少なからぬ割合の貧困層が NFAを全く購入していないという実証結

果もありvi、NFAの米価補助が貧困層対策としてどの程度役立っているのかについては、

論争的な面もある。 

 また、コメの貿易を独占している NFA が、汚職や「レントシーキング」（政府の保

護政策により保護されている業界の企業等が、政府が保護を継続するよう働きかける

という非生産的な活動に多くの資金や人的資源を投じるために資源が浪費される現

象）の温床となっているとの指摘が以前からなされており、NFAの在り方自体が論争

的であり、その改革を求める研究者も少なくないようであるvii。例えば、NFA が買い

付ける輸入米の単価は、常に国際市場価格を約１０%から最大３０%程度上回っている

のではないかとの指摘も一部にあるようである。そのため、その差額の一部または相

当部分が、輸入業者または政治家、官僚等の手にわたっているではないかとの疑念を

招くことにもつながっているようである。 

 なお、2008年の米価危機の際の NFAの対応については、次節で改めて取り上げるこ

ととする。 

 

c) 貧困対策プログラム： 

 

 NFAの米価補助プログラム以外にも、インドで長年の実績のある同名のプログラム

にならったとおもわれる「Food for Work Project」（法定最低賃金の 75％の賃金率でイ

ンフラ建設などのプロジェクトで労働者を雇うことで貧困層に勤労所得を得る機会を

あたえる）や、「Food for School Program」（貧困率の高い地域の小学校や保育園におい

て学童に給食を支給）などの貧困層にターゲットを絞った政策が実施されている。 

 

d) 飢餓緩和促進プログラム（Accelerated Hunger Mitigation Program：AHMP)： 

 

  2007 年に政府は、貧困率の特に高い 42 州を対象とした包括的な貧困対策プログラ

ムとして Accelerated Hunger Mitigation Program (AHMP)をスタートした。このプログラ

ムでは、供給サイドの施策として、種子購入に対する補助金制度、潅漑の改修、都市

部での低価格のコメ販売所の開設、「Food for School Program」（上述）などが含まれる。
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需要サイドの施策として、貧困層の所得増のための小規模金融、職業訓練、農地改革、

栄養知識の普及、人口抑制、等が含まれる。AHMPは包括的かつ野心的なプログラム

であるが、その運営は関連 10 省庁の長官を含む国家栄養会議（National Nutrition 

Council: NNC）によってなされ、実施に当たっての関係省庁間の調整コストが極めて

高く、実際の事業の実施がなかなか進んでいないとの指摘もあるviii。 

 

（３）2008年米価危機への対応ix
 

 最後に、2008年の「米価危機」に際してのフィリピン政府の対応について要約する。

2007年後半以降コメの国際価格は急速に上昇した。それに加え、それとほぼ時期を同

じくして起こった原油価格の高騰は、化学肥料などの農業生産の投入物価格の高騰に

つながった。そのような状況において、2008年中にコメの国内供給量確保と価格の安

定を目的としてフィリピン政府が実施した政策の主なものは以下のとおりである。 

1- NFAによる米の輸入を通じた政府保有在庫量の確保 

2- NFAによる市場価格を大きく下回る価格による政府米の販売 

3- 警察及び軍隊を動員した米仲買業者による投機的行動に対する強力な「取り

締まり」 

4- コメの生産要素に対する補助金 

5- その他増産対策の強化 

ただし、（３を例外として）これらの施策はいずれも昨年の「米価危機」を受けて新た

に導入された政策手段ではなく、基本的には既存の政策手段の範囲内による対応であ

る。前述の通り、フィリピンでは 1990年代以降、国内のコメ生産量の成長率が食料需

要の伸び率に追い付かない状態が一貫して続いており、その結果として輸入依存率の

上昇傾向が続いている。従って、昨年の「米価危機」以前より、コメの国内自給の（再）

達成を目標として国内産コメの増産のための各種の政策介入が実施されていたところ

である。 

 前述の通り、NFAは一定量の在庫を確保することを義務付けられているが、2007年

後半以降のコメの国際市場での価格上昇を受け、2008年初頭以降、政府は約 2百万ト

ンのコメを輸入することでコメの在庫量を確保した。ただしそのタイミングが国際市

場での米価高騰の時期と重なったことと、そもそも極めて薄い市場といわれる国際コ

メ市場における比較的大規模な買い付けであったことが重なり、1 キロ当たり 1 ドル

という高価な価格での買い付けを余儀なくされたようである。いずれにせよ、「NFA

の迅速な対応により」政府は十分なコメの在庫を確保し、少なくとも全国規模でのコ

メの供給不足を招くこともなかったとの見方が農業省では一般的なように見受けられ

る。 

 さらに NFA は、特に貧困層の食糧確保を目的として、政府在庫米を 1 キロ当たり
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18.35ペソにて販売している。これは一時期のマニラ首都圏のコメの市場価格の半分以

下の水準にあたる。ただし、当初この政府在庫米の購入に際して特に制限はなかった

が、膨大な財政負担（後述）への配慮と、貧困層対策としての位置づけを鮮明にする

ため、2008年の後半以降には、政府在庫米の購入条件として社会福祉省が発行する低

所得層身分証明カードの保持者のみに限られることになった。それ以外の購入者に対

する在庫米の売り渡し価格は、キロ当たり（18.25 ではなく）25 ペソに設定された。

その他にも、従来からの供給サイドの政策として、肥料価格の高騰に対応する補助金

の供与、種子購入の補助、インフラ改修等の年度内実施などが重視された。特に肥料

価格の急上昇は深刻であったが、当初予測の（肥料価格上昇に伴う）肥料需要の減少

30%を、補助金の効果によって 10%程度の減少に抑えることができたとの見方もある。

更にまた、流通業者による「不当な投機」を防ぐために警察や軍を動員してコメ流通

業者の倉庫などを捜索し、「不必要な在庫」を抱えている場合には摘発をする方針も打

ち出した。 

 結局のところ、政府は十分な在庫を確保し、一時期のマニラ首都圏に見られた行列

現象を除くとコメ不足が大きく広がることもなかったようである。コメの価格も 2008

年後半以降「危機」以前の水準に向かいつつある。しかし、高い単価によるコメの輸

入と、大きな逆ザヤを伴う政府米の販売の結果、NFAは政府の財政赤字の最大の原因

の一つとされる。例えば、ごく単純に計算しても、1 キロ当たり 1 ドル（当時の為替

相場で 1ドルは約 50ペソ弱）で輸入し、これを 18.25ペソで販売すると、キロ当たり

30ペソ程度の予想赤字となる。仮に 200万トンの輸入米を全てこの価格で販売した場

合の予測赤字総額は単純計算で 600億ペソ規模にのぼる。2006年のフィリピンの GDP

は約６兆ペソ、同年の国家予算支出総額が約１兆ペソであるから、それらに比較して

も潜在的に極めて大きな負担（国家予算総額の約６%相当）であることが想像される。 

 NFAの立場は、あくまでも NFAに課せられた所定の在庫量を迅速に確保し、コメの

供給不足という事態を概ね避けることができたという認識のようである。しかし同時

に、他の東南アジア諸国と比較して貧困比率が依然として高水準にあるフィリピンで

は、将来の動向が不確かであった 2008年初頭段階では、国内米価の急上昇やコメ不足

という政権を揺るがしかねない事態の生じるリスクを早急に除去しようとするべく政

治的判断がはたらいていたとも想像される。 

 しかし他方で、2007年の雨季作の生産量統計をもとに判断しても、2008年初頭の時

点で早急にコメの輸入をする必要はなかったはずとの見方もあるようである。この見

方によると、2007年の国内生産は比較的豊作であり、国際価格が急騰した時点で大量

の輸入をせずとも十分な供給量は存在したはずだとする。むしろ、政府による「不当

な投機」防止のための取り締まりの結果として流通業者が農家からのコメの購入を手

控えざるを得なくなり（投機容疑で摘発されることをおそれたため）、マニラ首都圏へ
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のコメの流通が滞ることとなったのではないか、との指摘もある。この見方の論者は、

米価の高騰や行列などの減少が見られたのはマニラ首都圏のみであり、地方において

はコメ不足や著しい米価の高騰はおこってはいなかったことを根拠にあげるx。 

 

（４）2009年以降の政策対応 

 米の自給を目指すことを含めて、2008年の「米価危機」の前後を通じて、フィリピ

ン農業政策の目標自体に大きな変化はないが、政策面での新たな展開もいくつか見う

けられるxi。その第一は、2010 年を目途にコメの自給を達成するとするコメ自給目標

を設定したことである。そこでは、輸入への依存率（現状で国内需要の約 12-14%）が

高すぎるとの認識のもと、国内のコメの生産性を上げることに従来以上にその重点が

置かれ、数値目標が設定された。即ち、コメ生産の年間増加率を約 6%強の水準に維持

することで、2010年にコメの自給を達成できるとしている。ただし、そのための主な

政策手段は、インフラの整備（市場アクセスのための道路整備、潅漑、収穫後の品質

維持のための設備など）や投入物の補助金など、従来通りのものを踏襲しているxii。 

 コメ生産の投入物に対する補助金の供与が国内生産増加の主要な政策手段の一つで

あることには従来から変化はないが、最近の新たな展開の第二点目は、その内容の変

化である。昨年の化学肥料の価格上昇をうけ、有機肥料の利用促進や、適度なタイミ

ングでの適量の施肥を行って肥料の過投入を避けるための「リーフ・カラーチャート」

の利用促進などの新たな試みがみられる。さらに、2009年以降は、種子購入の補助金

予算の総額を維持しつつ、従来補助金のすべてが農家による種子の購入に充てられて

いたものを、その予算総額の約半分を種子業者に振り向けることとし、種子の品質向

上、認証制度の整備、研究開発などに対する補助に切り替えることを予定している。 
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付表：フィリピン中期開発計画（MTPDP）のもとに議会に提出された農業政策関連法案 

法案通称名 正式名称 法案提出日 成立日 

Agro-industry Modernization Credit  

and Financing Program (AMCFP) 

（アグロ産業近代化融資プログラム） 

（前政権時に成立済み。プログラム実施を継続）  1997/12/22 

Philippine Fisheries Code (RA 8550)（フ

ィリピン漁業法） 
（1998 年成立済法律の修正のみ）  1998/02/25 

National Land Use Act of the 

Philippines（フィリピン国家土地使用法

案） 

An Act Instituting A National Land Use Policy,  

Providing The Implementing Mechanisms There for, And For Other Purposes 
2007/07/03 未成立 

Land Administration Reform Act（土地

行政改革法案）  

An Act Instituting Reforms In Land Administration  

System, Creating The Land Administration Authority, And For Other Purposes 
2007/10/25 未成立 

Public Land Act（公共用地法案） 
An Act Instituting Reforms In Land Administration  

System, Creating The Land Administration Authority, And For Other Purposes 
2008/01/16 未成立 

Farmland as Collateral Bill （農地担

保法案） 

An Act Allowing The Titling Of Lands Covered By  

A Certificate Of Land Ownership Award (CLOA) Granted Under The Agrarian 

Reform Program And Utilizing Its Use As Collateral For Purposes Of Securing 

Agricultural Loans And Similar Other Financial Assistance, Amending The 

Pertinent Provisions Of Republic Act Numbered Sixty-Six Hundred And 

Fifty-Seven, Otherwise Known As The Comprehensive Agrarian Reform Law, And 

For Other Purposes 

2007/07/04 未成立 

Agricultural Competitiveness 

Enhancement Fund (ACEF)（農業競争力強

化基金法）  

RA 9496: An Act Extending The Utilization Period Of The Agricultural  

Competitiveness Enhancement Fund, Amending For This Purpose Section 8 Of 

Republic Act No. 8178, Entitled "An Act Replacing Quantitative Import 

Restrictions On Agricultural Products, Except Rice, With Tariffs, Creating 

The Agricultural Competitiveness Enhancement Fund," And For Other Purposes 

2007/09/26 2008/02/28 

（出典：農業省資料などに基づき、Asia Pacific Policy Center研究員、Sharon Faye Piza氏作成） 
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